
 1 

平成２４年９月１２日判決言渡 同日原本受領 裁判所書記官 

平成２４年（行ケ）第１０１０２号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年７月１１日 

判    決 

原       告          X 

同訴訟代理人弁護士    木   内   加 奈 子 

同     弁理士    木   内   光   春 

片   桐   貞   典 

中   島   由 布 子 

被       告    アイリスオーヤマ株式会社 

同訴訟代理人弁護士    髙   橋       淳 

同     弁理士    布   施   行   夫 

大   渕   美 千 栄 

池   田   恭   子 

主    文 

１ 特許庁が取消２０１０－３００６５１号事件につい

て平成２４年２月１３日にした審決を取り消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

 主文同旨 

第２ 事案の概要 

本件は，原告が，被告の後記１の本件商標に係る商標登録の取消しを求める原告

の後記２の本件審判の請求について，特許庁が同請求は成り立たないとした別紙審

決書（写し）の本件審決（その理由の要旨は後記３のとおり）には，後記４のとお

りの取消事由があると主張して，原告が本件審決の取消しを求める事案である。 
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１ 本件商標 

(1) 本件商標（登録第４５９５４５３号）は，「エコルクス」の文字を標準文字

で表してなるものであり，平成１３年８月２４日に登録出願され，第１１類「電球

類及び照明器具」を指定商品として，平成１４年８月１６日に設定登録されたもの

である（甲１）。 

(2) 原告は，平成２１年４月１４日，本件商標の指定商品のうち，第１１類「Ｌ

ＥＤランプ」について不使用取消審判を請求し（乙１），同月３０日，審判の請求の

登録がされた（甲２）。特許庁は，これを取消２００９－３００４４５号事件（以下

「前件審判」という。）として審理し，同年１２月９日，請求が成り立たない旨の審

決（以下「第１次審決」という。乙４）をしたが，第１次審決は，知的財産高等裁

判所の判決（以下，この判決に係る審決取消訴訟を「前件訴訟」という。）により取

り消された。そこで，特許庁は，平成２３年３月２３日，本件商標の指定商品中，

第１１類「ＬＥＤランプ」についてはその登録を取り消す旨の審決（以下「第２次

審決」という。）をし，その後確定した（甲２）。 

２ 特許庁における手続の経緯 

 原告は，平成２２年６月１４日，本件商標の指定商品のうち，「ＬＥＤランプを除

く，電球類及び照明器具」について，不使用取消審判を請求し，本件審判の請求は，

同年６月３０日に登録された（甲２）。 

特許庁は，これを取消２０１０－３００６５１号事件として審理し，平成２４年

２月１３日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との本件審決をし，その審決書

謄本は，同月２２日，原告に送達された。 

 ３ 本件審決の理由の要旨 

 本件審決の理由は，本件商標の商標権者（被告）及び通常使用権者（株式会社ア

イリスプラザ）が，本件審判の請求の登録前３年以内に日本国内において，乾電池

式ＬＥＤセンサーライト（光源にＬＥＤを使用した照明器具。以下「本件商品」と

いう。）の包装に本件商標を付したものを販売することにより，請求に係る指定商品
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について使用していた（商標法２条３項２号）から，本件商標の登録を取り消すこ

とはできない，というものである。 

 ４ 取消事由 

本件商標の使用の有無についての認定判断の誤り 

第３ 当事者の主張 

〔原告の主張〕 

(1) 本件審決は，以下の理由から，本件審判の請求に係る指定商品「ＬＥＤラン

プを除く，電球類及び照明器具」とは，「電球類及び照明器具」から「電球型ＬＥＤ

ランプ又は蛍光灯型ＬＥＤランプ等のＬＥＤを用いた一般的に光源として利用され

る電球類（以下「ＬＥＤ電球類」という。）を除いた商品」ということができると判

断した。 

①「ＬＥＤランプ」は，辞書（甲３，４，８７）には掲載されていない語であり，

国内規格が制定されていないこと（甲１２９） 

②「ＬＥＤランプ」は，ごく一部に「照明器具」を表す語として使用されている

例が見受けられるものの，それらは，「ＬＥＤ照明」の文字とともに使用される例（甲

３７）や「ＬＥＤランプ」の語と他の語を一体として使用する例（甲２８，３３，

３８，５８，５９）が存在するものであって，「ＬＥＤランプ」の大半が，ＬＥＤ電

球類を表す語として使用されていること 

③原告も，「ＬＥＤランプ」を「ＬＥＤ電球類」を表す語として使用していること

（甲９１） 

(2) 本件審決の理由①について 

ア 本件審決の理由①は，「ＬＥＤランプ」が「ＬＥＤ電球類」のみを意味すると

限定解釈する理由にはならない。 

むしろ，辞書（甲３，４，８７）の記載によれば，「ランプ」は，電灯などの灯火

を意味しており，発光する芯や電球自体ではなく器具であることが示されており，

電灯とは，電球による照明器具を指すものであることが示されている（甲８７）か
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ら，辞書には「ランプ」とは電球類のみを指すものではなく，照明器具であること

を示す記載があるといえる。また，我が国において「ランプ」という語は，種々の

照明器具を意味する語として広く知られており，「○○ランプ」という語は，○○と

いう用途，品質，性状，特徴等を備えた「ランプ」（照明器具）を意味することが周

知である。 

インターネット上では，「ＬＥＤランプ」について一般電球と交換できる旨の記載

を掲載している企業もある（甲１２０，１２３，１２４）。しかし，これは，ＬＥＤ

を電球類の代わりに使用することがこの数年になって提案されてきたことであり，

「ＬＥＤランプ」の語がＬＥＤ電球類のみを意味すると考えるのが不自然であるこ

とを前提として，自社が販売する「ＬＥＤランプ」について，「ＬＥＤを光源とした

電球類であり，照明器具ではない」とわざわざ説明しないと，ＬＥＤ電球類を示す

とは取引者が理解できないからである。現に，ウィキペディアの発光ダイオードに

関する記載（甲９８）には，照明器具としての「ランプ」が記載されているにとど

まり，電球類としての利用は，記載されていない。 

イ したがって，「ＬＥＤランプ」とは，「ＬＥＤ」と関連する照明器具を意味す

る「ランプ」，例えば，「ＬＥＤを発光体に使用したランプ」あるいは「ＬＥＤの表

示灯を設けたランプ」と解釈するのが当然であり，辞書の記載や国内規格の制定が

ない事実とも平仄が合う。 

ウ さらに，類似商品・役務審査基準第１１類（甲２１０）に記載されている「電

球類及び照明用器具」の例示のうち，照明器具であることが明らかなものには「坑

内安全灯，殺菌灯，集魚灯，スポットライト，ダイビング用ライト，太陽灯，探照

灯，乗物用発電ランプ」がある。これらは，「ランプ」「灯」「ライト」を置き換え可

能なものとして列挙しているばかりか，電球類とも照明器具とも解釈できるものに

は「アーク灯，蛍光灯，水銀灯」があるから，当該審査基準において「灯」という

用語は，電球そのものではなく，照明器具又はそれを含む商品に使用されていると

いえる。したがって，上記審査基準によれば，「ランプ」とは，単なる電球単体のみ
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を示す語ではなく，照明器具をも示す語である。 

エ よって，上記①に関する本件審決の判断は，明らかに誤っている。 

(3) 本件審決の理由②について 

ア 「ＬＥＤランプ」の語が電球類ではなく，照明器具全体を意味する取引例（甲

２８～６０，９７～２０９）は，多数（合計５２個）にのぼり，本件審決が電球型

ＬＥＤランプ又は蛍光灯型ＬＥＤランプとして認定した使用例の数（合計５４個）

とほぼ同数であり，本件審決の認定には重大な誤りがある。しかも，本件審決が「Ｌ

ＥＤ電球類」として認定した証拠のうち，多くは「ＬＥＤランプ」の語を電球類に

は使用しておらず（甲１０４，１２４，１５５，１９６（甲２１３参照），２００），

あるいは電球類のみに使用しているものではなく（甲１１８，１２３，１６１（甲

２１２参照），１６２，１６７，１８３，１９９），むしろ照明器具に使用している

ものもある（甲１２４，１８１）から，本件審決のよりどころとなる使用例の数（合

計４１個）は，更に少なくなる。 

イ 本件審決は，照明器具を取り扱う業界においては，「ＬＥＤランプ」と「ＬＥ

Ｄ照明器具」とを明確に区別して使用している旨を認定したが，その根拠となる記

載に係る「可視光ＬＥＤボード」及び「パワーＬＥＤ面照明装置」（いずれも照明器

具と認定されている。）は，他の証拠では「ＬＥＤランプ」に含まれている（甲１０

９～１１３）。また，「照明用ＬＥＤランプ」の表題の下に，ＬＥＤフィラメント電

球のほか各種の照明装置が記載されたり（甲１１８），専ら発光素子のことを「ＬＥ

Ｄランプ」と呼んでいる証拠もある（甲１２２）。このように，「ＬＥＤランプ」の

語は，発光体素子そのもの，発光体を内蔵した電球類及び発光体や電球類を光源と

した照明装置全般を示すものとして，取引者が個々の商品の品質性状に合わせて適

宜使用しているものであり，電球類と照明器具とをいずれも下位概念として含む上

位概念である。 

なお，本件審決は，「ＬＥＤ照明」の文字とともに使用する場合には，「ＬＥＤラ

ンプ」の語が照明器具を示すものではない旨を説示する。しかしながら，本件審決
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の根拠となる証拠（甲３７）に記載の商品は，照明器具であることが明らかであり，

そのような照明器具を表示する商品名として「ＬＥＤランプ」を使用した場合に，

商品の内容を明確にするなどするために，「ＬＥＤ照明」のような商品の品質，用途，

性状等を表す語を併記することは一般的であって，「ＬＥＤ照明」の語が併記されて

いるからといって「ＬＥＤランプ」の語が照明器具を意味していないとはいえない。

同様に，「ＬＥＤランプ」と「ＬＥＤ照明」とが併記されている証拠（甲１０４，１

４３，１５３，１６４，２０７）は，いずれも，電球類というよりむしろその商品

自体で照明を可能とする「照明器具」としての意味合いを示すものであるから，「Ｌ

ＥＤランプ」の語が電球類以外の商品を示す根拠となるものというべきである。 

ウ 本件審決は，「ＬＥＤランプ」の語を他の語と一体化して使用する例（甲２８，

３３，３８，５８，５９）が「ＬＥＤランプ」の語の意味を判定する証拠ではない

と説示する。しかしながら，一方で，「ＬＥＤランプ」が「ＬＥＤ電球類」のみを意

味するとの認定の根拠とされた証拠（甲１２６，１３０，１３４，１３５，１３７，

１４０，１４２，１４３，１５２，１６６，１７１，１７４，１７６，１８２，１

８３，１９３，１９７，２００，２０２，２０６，２０７）は，いずれも他の語と

一体として使用するものであって，その論理には矛盾がある。 

エ 本件審決は，「ＬＥＤ○○ランプ」以外の「ＬＥＤランプ」のみからなる語が

散発的な使用例に限られる旨を説示して，「ＬＥＤ○○ランプ」との用例が記載され

ている原告が提出した証拠を「ＬＥＤランプ」の意味を判別する証拠として採用し

ていない。しかしながら「ＬＥＤランプ」の語は，辞書にも記載がないのであるか

ら，「ＬＥＤ○○ランプ」という使用例が商取引の場に多数存在する場合，「ＬＥＤ

ランプ」の語の意味を解釈するに当たって，「ＬＥＤ○○ランプ」を無視する理由は

ない。そして，証拠（甲４３～５２，５４～５７）に記載のある「ＬＥＤ○○ラン

プ」との商品は，いずれも照明器具であり，「○○」は，全てその商品の品質，用途

又は形状などを示す語であるから，これらの商品が全て「ＬＥＤランプ」に含まれ

ることは，当然である。 
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オ 本件審決は，アイリスプラザのウェブサイト（甲６１）においてその取扱商

品について「ＬＥＤランプ」あるいは「電球型センサーライト」の語を使用してい

ないから，当該商品がセンサー付きのＬＥＤ電球であって，照明器具ではない旨を

説示する。 

しかしながら，「センサー付きＬＥＤ電球」と「電球型センサーライト」とは，取

引者に同義の語として使用されている（甲２１４。枝番を含む。以下同じ。）から，

上記商品は，「電球型センサーライト」であることが明らかであって，アイリスプラ

ザは，電球型ＬＥＤランプとＬＥＤを光源としたセンサーライト（照明器具）を同

じウェブサイト上で並べて販売していたことになるから，これらがいずれも上位概

念の「ＬＥＤランプ」に含まれる商品であるとの認識を有していたものというべき

である。 

カ インターネットのショッピングサイトで「ＬＥＤランプ」の検索を行うと，

照明器具については多数のヒットがある一方で，電球類に属する商品のヒット数は

圧倒的に少ないこと（甲２１５～２１７）から明らかなように，インターネットで

商品を検索する取引者にとって「ＬＥＤランプ」は，ＬＥＤ電球類を意味するより

は，むしろ，それ以外の照明器具を意味することが多い。また，類似商品・役務審

査基準第１１類「電球類及び照明器具」に「懐中電灯，ダイビング用ライト，乗物

用発電ランプ」が例示されていることを勘案すれば，「ＬＥＤランプ」の語が電球類

ではなく，これらの照明器具に使用されることは当然である。このように，取引者

は，「ＬＥＤランプ」の語を「電球型ＬＥＤランプや蛍光灯型ＬＥＤランプなどの電

球類」，「それ以外の照明器具」及び「ＬＥＤ発光体素子」に使用しており，「ＬＥＤ

ランプ」は，これらを含む上位概念であることが明らかである。 

キ 以上のとおり，前記②には，その認定判断に重大な誤りがある。 

(4) 本件審決の理由③について 

ア 原告が代表取締役を務める鳥海工業株式会社（以下「訴外会社」という。）は，

ＬＥＤ発光体と，それを点灯させるための電気回路及び発光体を覆うカバーなどか
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らなる照明器具であるＬＥＤ青色防犯灯の商標として，「ＥＣＯＬＵＸ－Ｖａｌｏ

（エコルックス・ヴァロ）」を使用しているところ，「Ｖａｌｏ（ヴァロ）」とはフィ

ンランド語で「光」を意味することから，ＬＥＤ青色防犯灯の性状・品質を示す用

語にすぎない。このように，訴外会社は，「電球型ＬＥＤランプや蛍光管型ＬＥＤラ

ンプ」以外に「ＬＥＤ青色防犯灯」についても「ＥＣＯＬＵＸ（エコルックス）」を

使用しているのであるから，本件商標の指定商品が「ＬＥＤランプ」と記載されて

いる場合，当該指定商品には「電球型ＬＥＤランプや蛍光管型ＬＥＤランプ」以外

に「ＬＥＤ青色防犯灯」が含まれることは，明らかである。また，原告及び訴外会

社は，「ＬＥＤランプ」を「ＬＥＤを使用した電球類」と「ＬＥＤ発光体を使用した

照明器具全般」とを示すと認識しているから，訴外会社のウェブページにおいて「Ｌ

ＥＤランプ」との用語で電球型ＬＥＤランプを販売すること（甲９３）と「ＬＥＤ

ランプ」との語を「ＬＥＤを使用した照明器具」にも使用していること（甲９１，

９２，２１８）とは，何ら矛盾しない。むしろ，訴外会社は，ＬＥＤを使用した電

球類だけではなく照明器具も，「ＬＥＤランプ」を構成する商品として製造・販売し

ており（甲２１９，２２０），その上で「エコルックス」との商標について商標登録

出願等をしているばかりか，東京都足立区が企画・制作するテレビ番組において青

色ＬＥＤ防犯灯（照明器具）が紹介された際に当該商標を訴外会社製品の商標とし

て選択したものである（甲２２２～２２４）。 

イ しかし，本件商標等の存在を指摘されたために，原告は，前件審判において

「ＬＥＤランプ」についての不使用取消を請求したのであるから，原告が「ＬＥＤ

ランプ」との語には「ＬＥＤを使用した電球類」のみならず「ＬＥＤを光源として

使用した照明器具」を含むと考えていたことは，明らかである。 

(5) 小括 

よって，本件審決は，その認定判断に誤りがあり，取り消されるべきである。 

(6) 被告の主張について 

被告は，「ＬＥＤランプ」との用語が多義的であることを自白する一方，前件審判
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及び前件訴訟において「ＬＥＤランプ」との用語がどのような意味で使用されてい

たかが問題であるなどと論点をすり替えている。 

そもそも，指定商品の概念については，商標権の及ぶ商品の範囲を公示するもの

として商標公報及び登録原簿に記載された指定商品の記載（表示）を第三者がどの

ように理解するかという観点からする客観的解釈でなければならない。そして，前

件審判及び前件訴訟では，「ＬＥＤランプ」の用語解釈は争点となっておらず，また，

原告は，「ＬＥＤランプ」が「ＬＥＤ電球」と同義であるという前提で主張立証して

いたという事実はなく，被告によるＬＥＤ電球への本件商標の使用に関する主張に

直接反論しただけである（乙３，５）。むしろ，原告は，一貫して，「ＬＥＤランプ」

がＬＥＤ電球類及びＬＥＤを光源として使用した照明器具を含む広い概念であると

主張している。しかも，不使用取消審判の請求人が多義的な用語を選択した場合に，

その不利益を甘受すべきであるとの被告の主張は，法的根拠が全く不明であるばか

りか，被告の主張する「被告の信頼」も，被告が意図的に作り上げたものにすぎず，

そのような信頼の原告への押し付けは，信義則違反を主張する基礎を欠く。被告は，

ＬＥＤ電球について「エコルクス」を冠した販売を多大な宣伝広告費を投じつつ継

続しているが，これは，第２次審決によりＬＥＤ電球について商標権を取り消され

たことによる原告の信頼を裏切る不誠実な行為といえるから，信義則違反に関する

被告の主張は，それ自体失当である。 

〔被告の主張〕 

(1) 本件の争点について 

本件の争点は，本件商標の指定商品における「ＬＥＤランプ」の意味であり，言

い換えれば，前件審判において原告が取消しを求めた商品である「ＬＥＤランプ」

に「ＬＥＤを使用した照明器具」が含まれるか否かである。 

そして，本件において提出された証拠によれば，「ＬＥＤランプ」という用語は，

現時点において多義的であって「ＬＥＤ電球類（電球型ＬＥＤランプ又は蛍光灯型

ＬＥＤランプ等のＬＥＤを用いた一般的に光源として利用される電球類）」を意味す
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る場合と，「ＬＥＤを使用した照明用具」を意味する場合とがあると解される。しか

るところ，「ＬＥＤランプ」との用語は，前件訴訟及び第２次審決当時，「ＬＥＤ電

球」を意味していたことはいうまでもない。 

仮に，「ＬＥＤランプ」との用語が前件訴訟及び第２次審決当時，「ＬＥＤ電球」

のみを意味していなかったとしても，「ＬＥＤランプ」との用語が現時点において多

義的である以上，問題は，前件審判及び前件訴訟において，「ＬＥＤランプ」という

用語がどのような意味で使用されていたかである。 

(2) 「ＬＥＤランプ」の解釈 

前件審判及び前件訴訟の経過をみると，原告は，その審判請求書（乙１）におい

て，取消請求に係る「ＬＥＤランプ」の意味を定義しておらず，それが「ＬＥＤを

使用した照明器具」を当然に含むと理解していたことを示唆する記載はない。これ

に対して，被告は，「ＬＥＤランプ」の意味を「ＬＥＤ電球類」と理解した上で，被

告製のＬＥＤ電球を「本件商品」と定義した答弁書（乙２）を提出したところ，原

告は，弁駁書（乙３）を提出したが，そこでは，「ＬＥＤランプ」が「ＬＥＤを使用

した照明器具」を当然に含むと理解していたことを示唆する記載はないばかりか，

むしろ，「ＬＥＤ電球類」に言及した記載がある。そして，第１次審決は，「指定商

品「ＬＥＤランプ」と同一といえる」商品と説示するように，そこで問題となった

ＬＥＤ電球が「ＬＥＤランプ」と同義であるとの前提で判断している。そして，原

告は，前件訴訟における準備書面（乙５）において，「ＬＥＤランプ」が上記ＬＥＤ

電球と同一であるとする第１次審決の判断を認め，その後も，「ＬＥＤランプ」が当

該ＬＥＤ電球と同一であることを前提とした主張立証をした。 

原告は，そもそも，本件商標の指定商品の一部である「ＬＥＤランプ」に自ら限

定して取消しを求めたものであるところ，商標権の権利範囲の明確性の観点から，

多義的な用語を選択して一部取消しを求めた以上，それに伴う不利益を甘受すべき

ものである。すなわち，上記用語は，最狭義の意味に解釈されるべきである。した

がって，多義的である「ＬＥＤランプ」の意味は，その最狭義の意味である「ＬＥ
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Ｄ電球類」であると解釈すべきである。 

よって，前件審判において原告が取消しを求めた商品である「ＬＥＤランプ」は，

「ＬＥＤを使用した照明器具」を含まないから，原告主張の取消事由は，存在しな

い。 

(3) 信義則違反 

被告は，前記のとおり，前件審判及び前件訴訟において，「ＬＥＤランプ」の意味

を「ＬＥＤ電球類」と理解した上でその使用の事実を主張立証し，原告も，これに

何ら異議を唱えずにＬＥＤ電球の使用の事実について反論を加えている。以上に加

えて，被告は，ＬＥＤ電球以外の照明器具については，前件審判及び前件訴訟の対

象ではないと信じ，本件商標を本件商品その他の照明器具について使用し（乙６），

本件商標の価値を高めるべく，総額１６億９８７６万７０００円という多額の費用

を負担して宣伝広告を行ってきたものであり，これは，現在も継続中である（乙７

～１４）。しかも，原告は，前件訴訟提起後，半年近くの間，「ＬＥＤランプ」以外

の電球類及び照明器具についての不使用取消審判を請求すべき必要性を認識しなが

らこれをしなかったから，被告の本件商標に関する上記信頼は，より強固なものに

なった。 

しかるに，原告は，本件審判を請求し，「ＬＥＤランプ」の意味についてＬＥＤ電

球以外の照明器具も含まれるとの趣旨の主張を展開しているが，当該主張は，前件

審判及び前件訴訟の過程において形成された被告の上記信頼を裏切るものである。 

以上のとおり，原告の上記主張は，信義則（禁反言の原則）に反して許されない

から，原告主張の取消理由は，存在しない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 本件の争点について 

本件商標は，前記第２の１に記載のとおり，「エコルクス」の文字を標準文字を表

してなるものであり，その指定商品は，「電球類及び照明器具」であるが，第２次審

決確定の結果，前件審判の請求の登録の日（平成２１年４月３０日）に「ＬＥＤラ
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ンプ」について消滅したものとみなされることになる（商標法５４条２項）。 

商標権者である被告及び通常使用権者であるアイリスプラザが，平成２１年８月

４日頃から原告による本件審判の請求の登録の日（平成２２年６月３０日）までの

間に，本件商標と同一又は社会通念上同一のものというべき「エコルクス」又は「Ｅ

ＣＯＬＵＸ」との標章を，本件商品（乾電池式ＬＥＤセンサーライト）の包装に付

して，日本国内で第三者に対して譲渡したことは，当事者間に争いがない（甲６４

～８６）。他方，被告は，これ以外に，本件商標又はこれと社会通念上同一の標章を

本件商標の指定商品について使用したとの事実を何ら主張立証していない。 

ところで，本件商品は，防犯等を目的として室内又は室外に設置するために作ら

れた，人の動きを探知して自動的に点灯する乾電池を電源とするセンサーライトで

あって，ＬＥＤを光源とするものである。そして，本件商品が第２次審決による取

消し前の本件商標の指定商品である「電球類及び照明器具」に該当することは，明

らかである。  

したがって，本件の争点は，本件商品が，第２次審決の確定により取り消された

「ＬＥＤランプ」に該当しないといえるか否かである。 

２ 本件商標の指定商品についての使用の有無について 

(1) 「ＬＥＤランプ」の意義 

ア 本件商品が第２次審決により本件商標の指定商品から取り消された「ＬＥＤ

ランプ」に該当しないといえるか否かを検討する上で，まず，「ＬＥＤランプ」との

用語の意義について検討すると，そのうち「ＬＥＤ」との部分は，「発光ダイオード」

を意味する英語である「Light Emitting Diode」の頭文字を採用した略語であるこ

とが明らかである（甲９８）。しかしながら，「ＬＥＤランプ」との用語は，それ自

体として，辞書類には掲載されておらず（甲３，４，８７），発光ダイオードを利用

する歴史が浅いため国内規格も制定されていないこと（甲１２９）から，必ずしも

厳密な定義がされているものではない。 

また，一般に，日本語で「ランプ」とは，辞書類によれば，石油を燃料としガラ
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スのほやで周りを覆う洋風の灯火又はその照明器具のほか，電灯などの灯火の総称

として使用されている（甲３，４，８７）ところ，「ＬＥＤランプ」に限らず「○○

ランプ」という場合，「○○」という性質又は用途等を備えた電球類（甲８～１１，

１９，１７４）に限らず，そのような性質又は用途等を備えた各種の照明器具類を

指称することも多い（甲５～７，１２～１７，２０，２１，２６，２７）。 

イ 以上を踏まえて，「ＬＥＤランプ」との用語の実際の使用例をみると，「ＬＥ

Ｄランプ」又は「ＬＥＤ○○ランプ」と称する商品は，現在，例えばインターネッ

トを通じた商品売買により広く流通している。そして，そこでの「ＬＥＤランプ」

との用語がいかなる商品を指称しているかについての使用例をみると，これらには，

例えば，①ＬＥＤ電球類（甲９１～９３，９５，９７，９９～１０２，１０４，１

０５，１０７～１１３，１１８，１２０～１２６，１２９～１３５，１３７～１４

４，１４６，１４９，１５１，１５２，１５５～１７０，１７２，１７３，１７５，

１７６，１７８～１８４，１８７～１８９，１９１～１９３，１９６～１９８，２

００～２０２，２０５，２０７，２０９，２１１，２１２，２１５～２１７）も多

い一方で，②室内にインテリア等として備置することを目的とした乾電池等を電源

とする照明器具（甲２８～３０，３３，３４，３６，３７，３９，１０６，１５０，

１７７，１８６，１９４，２０４），③防犯等を目的として室内又は室外に設置する

ために作られた，人の動きを探知して自動的に点灯する乾電池を電源とするセンサ

ーライトであって，ＬＥＤを光源とするもの（甲３２，５８，５９），④災害時の使

用を想定した多目的懐中電灯であって手回し又は太陽光を電源とするもの（甲３５），

⑤ＵＳＢ等から電源を得るいわゆる卓上電気スタンド又は読書灯（甲３８，４２，

１４７），⑥熱帯魚水槽用ライト（甲４０），⑦防犯目的で室内又は室外に設置する

ために防犯カメラの容器を擬態して作られた，人の動きの探知とは無関係に点灯す

る乾電池を電源とするいわゆるダミー・ドームカメラ（甲４１），⑧引出し内部に設

置されて引出し内部を照らす乾電池を電源とする器具（甲６０，２０３），⑨機械の

状態を明らかにする信号機であってＬＥＤを光源とするもの（甲１４５，１９５），
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⑩交流電源による室内での植物育成用の照明（甲１７１，２０６），⑪具体的な内容

を特定せずに，他のＬＥＤ利用商品の名称とともに列挙されているもの（甲１０３，

１１９）がある。また，例えば，原告が代表取締役を務める訴外会社のホームペー

ジにおける「ＬＥＤランプ」との用語についてみると，専らＬＥＤ電球類を指称す

る使用例（甲９１～９３，２２０）のほか，光源としてＬＥＤを使用した防犯灯を

指称する使用例（甲２１８，２２０，２２２，２２３）がある。 

ウ 以上に加えて，「ＬＥＤランプ」との用語によるインターネット上の記事の検

索結果一覧（甲９４，９６，１９０，１９９，２１５～２１７）が，「ＬＥＤランプ」

との上記①ないし⑪にみられるような多様な使用例を示していることを併せ考える

と，「ＬＥＤランプ」との用語は，本件審決が説示するようにＬＥＤ電球類を指称す

るものに限定して使用されているものとは認め難く，むしろ，取引者により，現時

点において，光源としてＬＥＤを使用した多様な商品又は部材を指称するものとし

て広く使用されており，それ以上に対象に応じて厳密に使い分けられているもので

はないばかりか，少なくとも，前記③の複数の使用例にみられるように，防犯等を

目的として室内又は室外に設置するために作られた，人の動きを探知して自動的に

点灯する乾電池を電源とするセンサーライトであって，ＬＥＤを光源とするものも

指称すると認識されているものと認められる。 

そして，発光ダイオード（ＬＥＤ）を利用する歴史が浅いことを併せ考えると，

このことは，本件審判の請求の登録（平成２２年６月３０日）前３年間においても

同じであったものと推認される。 

なお，被告も，「ＬＥＤランプ」という用語が現時点において多義的であることを

自認しているところ，「ＬＥＤランプ」との用語の本件審判の請求の登録（平成２２

年６月３０日）前３年間における意義は，上記のとおりと認められるので，これに

反する被告のその余の主張は，採用することができない。 

(2) 使用の有無について 

登録商標の指定商品又は指定役務は，第三者との関係で当該登録商標の権利の範
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囲を確定するものであるから，その用語については取引者による通常の使用法に基

づいて客観的に解釈されるべきものである。 

そして，前記１のとおり，商標権者である被告及び通常使用権者であるアイリス

プラザは，平成２１年８月４日頃から本件審判の請求の登録の日までの間，本件商

標と同一又は社会通念上同一のものというべき「エコルクス」又は「ＥＣＯＬＵＸ」

との標章を，防犯等を目的として室内又は室外に設置するために作られた，人の動

きを探知して自動的に点灯する乾電池を電源とするセンサーライトであって，ＬＥ

Ｄを光源とするものである本件商品の包装に付して，日本国内で第三者に対して譲

渡したものである。 

しかるところ，前記(1)のとおり，「ＬＥＤランプ」との用語は，取引者により，

本件審判の請求の登録（平成２２年６月３０日）前３年間において，光源としてＬ

ＥＤを使用した多様な商品又は部材を指称するものとして広く使用されており，そ

れ以上に対象に応じて厳密に使い分けられているものではないばかりか，少なくと

も，防犯等を目的として室内又は室外に設置するために作られた，人の動きを探知

して自動的に点灯する乾電池を電源とするセンサーライトであって，ＬＥＤを光源

とするものも指称すると認識されていたものと認められる。 

したがって，本件商品は，上記のとおり，第２次審決の確定により前件審判の請

求の登録の日（平成２１年４月３０日）に本件商標の指定商品から消滅したものと

みなされる「ＬＥＤランプ」に該当するから，同日から本件審判の請求の登録の日

（平成２２年６月３０日）までの間において，本件商標の指定商品に該当しない。

そして，被告は，上記期間内における本件商品に対する本件商標の使用のほかに，

本件商標又はこれと社会通念上同一の標章を本件商標の指定商品について使用した

との事実を何ら主張立証していない。 

以上によれば，被告は，本件審判の請求の登録前３年以内に日本国内において，

商標権者，専用使用権者又は通常使用権者のいずれかがその請求に係る指定商品の

いずれかについて本件商標の使用をしていることを証明していないというほかない。 
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(3) 小括 

よって，この点の認定判断を誤る本件審決は，取消しを免れないものというべき

である。 

３ 被告の主張について 

(1) 以上に対して，被告は，原告が前件審判の請求に当たって，「ＬＥＤランプ」

という多義的な用語を選択して一部取消しを求めた以上，それに伴う不利益を甘受

すべきものであるから，その最狭義の意味である「ＬＥＤ電球類」として解釈すべ

きであり，また，原告が前件審判及び前件訴訟において，「ＬＥＤランプ」がＬＥＤ

電球と同一であることを争わなかったから，本件審判請求に当たって「ＬＥＤ電球

類」以外の照明器具も含まれると主張することは，被告の信頼を裏切るものであっ

て信義則に反する旨を主張する。 

(2) 証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。 

ア 原告は，かねてより訴外会社の代表取締役を務めており，同社は，遅くとも

平成１９年７月１０日頃には，光源としてＬＥＤを使用する電球類のほか，ＬＥＤ

を光源として使用する青色防犯灯を販売するようになっており，平成２０年８月１

１日頃，当該青色防犯灯を「ＥＣＯ ＬＵＸ エコルクス」と命名するに至った。

原告は，同年１０月２３日，訴外会社のために「ＥＣＯＬＵＸ」との商標を登録す

るために登録出願をしたが，平成２１年３月１３日，本件商標等の存在を理由とし

て拒絶理由通知を受けた。そこで，原告は，同年４月１４日，本件商標について，

その指定商品のうち，「ＬＥＤランプ」に限定して前件審判を請求した（甲２２２～

２２４，乙１）。 

イ 被告は，平成２１年７月２１日，前件審判において，被告が特定のＬＥＤ電

球の包装に本件商標を付したとの事実を主張して，これに関連する証拠を提出した

（乙２）。そこで，原告は，同年８月２６日，被告の提出した各証拠について，それ

らがいずれも本件商標の使用事実を立証するものではない旨を主張する弁駁書を提

出したが（乙３），特許庁は，同年１２月９日，被告が前件審判の請求の登録前３年
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以内に，「ＬＥＤランプ」と同一といえる上記ＬＥＤ電球の包装に本件商標を付する

行為を行った旨を認定して不成立審決をした（第１次審決。乙４）。そこで，原告は，

第１次審決について審決取消訴訟（前件訴訟）を提起し，その準備書面において，

上記ＬＥＤ電球が「ＬＥＤランプ」に該当することを前提とした主張をした（乙５）。 

(3) 前記(2)に認定のとおり，被告は，前件審判及び前件訴訟において，特定のＬ

ＥＤ電球の包装に本件商標を付したとの事実を主張し，それ以外の使用に関する事

実を主張していなかった。そのため，これを争う原告は，前件審判及び前件訴訟に

おいて，上記ＬＥＤ電球に関する本件商標の使用事実を否認して争えば足り，これ

以上に，「ＬＥＤランプ」との用語が，例えば防犯等を目的として室内又は室外に設

置するために作られた，人の動きを探知して自動的に点灯する乾電池を電源とする

センサーライトであって，ＬＥＤを光源とするものを含むものである旨を主張する

理由も必要もなかった。そうすると，原告が前件審判及び前件訴訟において，「ＬＥ

Ｄランプ」との用語についてこの点を明確に主張していないからといって，そのこ

とは，何らかの意味において被告の信頼の根拠となるものではない。 

また，原告は，前件審判の請求に当たり，「ＬＥＤランプ」との用語が光源として

ＬＥＤを使用する照明器具を含む意図であった旨を主張し，原告の陳述書（甲２２

４）の記載は，これに沿うものである。 

前記２に認定のとおり，「ＬＥＤランプ」との用語が，当時，取引者により，光源

としてＬＥＤを使用した多様な商品又は部材を指称するものとして広く使用されて

おり，それ以上に対象に応じて厳密に使い分けられているものではなかったと認め

られることに加えて，前記(2)アに認定のとおり，原告は，光源としてＬＥＤを使用

する電球類のほか，ＬＥＤを光源として使用する青色防犯灯を販売する訴外会社の

代表取締役であり，前件審判も，「ＥＣＯＬＵＸ」との商標を登録してこれを訴外会

社の商品に使用する目的で請求したものであることを併せ考えると，原告の陳述書

の上記記載は，これを自然なものとして信用することができ，原告は，前件審判の

請求に当たり，「ＬＥＤランプ」との用語が光源としてＬＥＤを使用する防犯灯を含
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む意図を有していたものと認められる。 

したがって，被告の信義則違反の主張は，採用することができない。 

(4) また，不使用取消審判が，いったん登録された商標を遡及的に消滅させる制

度であることに照らすと，指定商品の一部について不使用取消審判が請求され，取

消審決が確定した場合において，遡及的に消滅する指定商品は，従前の指定商品と

の関係で何が除かれるのか，除く指定商品を明確にして行うべきである。前件審判

において取消しの対象となった「ＬＥＤランプ」との用語は，辞書にも掲載されて

おらず，「電球類」と「照明器具」のいずれに含まれるのか，双方に含まれるのか，

被告にも特許庁にも誤解を招いたことは否めないものの，それが多義的であるから

といって直ちに最狭義ないし特定の意義（例えば，「ＬＥＤ電球類」）に解釈される

べき理由にはならず，本件商品が「ＬＥＤランプ」に含まれることに変わりはない。 

よって，被告の上記主張は，採用できない。 

４ 結論 

以上の次第であるから，原告の主張する取消事由には理由があり，本件審決は，

取り消されるべきものである。 

知的財産高等裁判所第４部 
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